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科  目 予算額① 決算額② 差異①-② 備考 

          

Ⅰ 事業活動収支の部           

事業活動収入         

会費収入 62,000,000 61,960,000 40,000   

雑収入   2,041 △ 2,041   

事業活動収入計 62,000,000 61,962,041 37,959   

事業活動支出         

事業費支出 11,930,000 11,796,418 133,582   

人件費支出 5,860,000 5,873,343 △ 13,343   

事務費支出 6,070,000 5,923,075 146,925   

管理費支出 29,925,000 26,219,258 3,705,742   

人件費支出 15,456,000 15,226,117 229,883   

事務費支出 9,120,000 7,731,757 1,388,243   

社屋費支出 5,349,000 3,261,384 2,087,616   

事業活動支出計 41,855,000 38,015,676 3,839,324   

事業活動収支差額 20,145,000 23,946,365 △ 3,801,365   

          

Ⅱ 投資活動収支の部         

投資活動収入         

投資活動収入計 0 0 0   

投資活動支出         

固定資産取得支出 900,000 13,156,459 △ 12,256,459   

敷金支出 13,500,000 10,618,800 2,881,200   

投資活動支出計 14,400,000 23,775,259 △ 9,375,259   

投資活動収支差額 △ 14,400,000 △ 23,775,259 9,375,259   

          

Ⅲ 財務活動収支の部         

財務活動収入         

リース債務収入   9,984,056 △ 9,984,056   

財務活動収入計 0 9,984,056 △ 9,984,056   

財務活動支出         

リース債務支出   161,021 △ 161,021   

財務活動支出計 0 161,021 △ 161,021   

財務活動収支差額 0 9,823,035 △ 9,823,035   

          

Ⅳ 予備費支出 2,000,000 0 2,000,000   

当期収支差額 3,745,000 9,994,141 △ 6,249,141   

前期繰越収支差額         

次期繰越収支差額 3,745,000 9,994,141 △ 6,249,141   

収 支 計 算 書 
2011年 6月１日から 2012年 3月 31日まで 

(単位：円） 
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収支計算書に対する注記  

     
１ 資金の範囲について 

  

     資金の範囲には現金預金、前払費用、未払金、未払費用、及び預り金を含めている。 

   なお、当期末残高は、下記２に記載するとおりである。 

     

２ 次期繰越収支差額の内容 
  

  
（単位：円） 

 

 
科  目 当期末残高  

 

 
現金預金 15,421,699   

 

 
前払費用 279,468   

 

 
合   計 15,701,167   

 

 
未払金 4,317,200   

 

 
未払費用 930,853   

 

 
預り金 458,973   

 

 
合   計 5,707,026   

 

 
次期繰越収支差額 9,994,141   
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貸 借 対 照 表 

  
２０１２年３月３１日現在 

 
（単位：円） 

科   目 当年度 

Ⅰ 資産の部     

1 流動資産     

現金預金 15,421,699   

前払費用 279,468   

    流動資産合計 15,701,167   

2 固定資産     

その他固定資産     

建物付属設備 1,442,300   

工具器具備品 711,188   

リース資産 9,817,656   

敷金 10,618,800   

その他固定資産合計 22,589,944   

固定資産合計 22,589,944   

資産合計 38,291,111   

Ⅱ 負債の部     

１ 流動負債     

未払金 4,317,200   

未払費用 930,853   

預り金 458,973   

流動負債合計 5,707,026   

2 固定負債     

  リース債務 9,823,035   

固定負債合計 9,823,035   

負債合計 15,530,061   

Ⅲ 正味財産の部     

1 一般正味財産 22,761,050   

      

正味財産合計 22,761,050   

負債および正味財産合計 38,291,111   
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正味財産増減計算書 

  
２０１１年６月１日から２０１２年３月３１日まで 

 
（単位：円） 

科  目 当年度 

Ⅰ 一般正味財産増減の部     

1 経常増減の部     

経常収益     

受取会費 61,960,000   

雑収益 2,041   

経常収益計 61,962,041   

経常費用     

事業費 11,796,418   

人件費 5,873,343   

事務費 5,923,075   

管理費 27,346,273   

人件費 15,226,117   

事務費 7,673,457   

社屋費 3,261,384   

減価償却費 1,185,315   

経常費用計 39,142,691   

当期経常増減額 22,819,350   

2 経常外増減の部     

経常外収益     

経常外収益計 0   

経常外費用     

経常外費用計 0   

当期経常外増減額 0   

税引前当期一般正味財産増減額 22,819,350   

法人税、住民税及び事業税 58,300   

当期一般正味財産増減額 22,761,050   

一般正味財産期首残高 0   

一般正味財産期末残高 22,761,050   

Ⅱ 指定正味財産増減の部     

当期指定正味財産増減額 0   

指定正味財産期首残高 0   

指定正味財産期末残高 0   

Ⅲ 正味財産期末残高 22,761,050   
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財務諸表に対する注記 

 

1 重要な会計方針 

 

 （１）固定資産の減価償却の方法 

 

  ①有形固定資産 

定率法によっている。 

  ②リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産については、リース期間を 

耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっている。 

 

 （２）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 

 

2 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

    固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

 

（単位：円） 

科  目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

 その他固定資産       

 建物付属設備 1,966,167 523,867 1,442,300 

 工具器具備品 1,206,236 495,048 711,188 

  リース資産 9,984,056 166,400 9,817,656 

合  計 13,156,459 1,185,315 11,971,144 
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監 査 報 告 書 
 

一般社団法人地上放送ＲＭＰ管理センター 

代表理事 大 塚 隆 廣 殿 

 

     平成２４年５月８日 

     一般社団法人地上放送ＲＭＰ管理センター 

         監 事  両角康伸 ○印  

 

 私監事は、平成２３年６月１日から平成２４年３月３１日までの事業年度の理事の職務の執行を

監査いたしました。その方法及び結果について、次のとおり報告いたします。 

 

１ 監査の方法及びその内容 

私は、理事及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、

理事及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な

決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年

度に係る事業報告について検討いたしました。 

さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照

表及び正味財産増減計算書）について検討いたしました。 

 

２ 監査意見 

(１) 事業報告等の監査結果 

 一 事業報告は、法令及び定款に従い、法人の状況を正しく示しているものと認めます。 

 二 理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認めら

れません。 

 

(２) 計算書類の監査結果 

計算書類は、法人の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に示しているものと認

めます。 


